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1. 2022年3⽉期上半期におけるパークのオペレーション

千葉県に緊急事態宣⾔やまん延防⽌等重点措置が発出され、
当社にとっては⾮常に厳しい半年間となりました。

パークの運営につきましては、ご覧の通り、政府・⾃治体からの要請を踏まえ、
⼊園者数、営業時間、販売するチケットの種類などを柔軟に変更しながら対応しました。⼊園者数、営業時間、販売するチケットの種類などを柔軟に変更しながら対応しました。
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1. 2022年3⽉期上半期におけるパークのオペレーション

パークの運営に制限がある中でも、
ご覧の通り、体験価値や売上の向上に寄与する施策につきましては、
できる限り実⾏しました。

⾜もとでは、東京ディズニーシー20周年のアニバーサリーイベントを開催しています。⾜もとでは、東京ディズニ シ 20周年のアニバ サリ イベントを開催しています。
今回のテーマである“タイム・トゥ・シャイン！”には、
この1年を輝きに満ちた特別な年にしたいという想いを込めています。
新型コロナウイルス感染症の流⾏で先⾏き不透明な状況ではありますが、
皆さまへ輝きにあふれた体験をお届けできればと考えています。
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2. 上半期実績（前年同期⽐較）

上半期実績はご覧のとおり、
売上⾼が増加し、営業損失が改善しました。

6



2. 上半期実績（前年同期⽐較）- 主な増減要因（テーマパーク事業①）

テーマパーク事業の売上⾼は、273億円増の751億円となりました。

⼊園者数は、前年同期の第1四半期に臨時休園していたことにより増加しました。
なお、休園期間を含まない第2四半期会計期間で⽐較すると、
前期はガイドラインに則り、キャパシティの50％以下での運営を⾏い、前期はガイドラインに則り、キャパシティの50％以下での運営を⾏い、
段階的に⼊園者数の上限を引き上げていたのに対し、
当期はまん延防⽌等重点措置や緊急事態宣⾔が発出されたことにより、
⼊園者数は減少しております。

当期、期初は2万⼈を上限として販売しておりましたが、
まん延防⽌等重点措置の発出以降は、原則5,000⼈以下という要請でした。
ただし、チケットは1カ⽉先まで販売しているため、多くの期間はただし、チケットは1カ⽉先まで販売しているため、多くの期間は
まん延防⽌等重点措置や緊急事態宣⾔の延⻑が正式に決定しておらず、
その期間については、要請内容を踏まえて10,000⼈以下で販売していました。
販売済みのチケットはキャンセル不要という
要請内容であったことから、結果的に5,000⼈を上回る⽇が多く発⽣しております。

⼀⽅で、ゲスト1⼈当たり売上⾼は、1,752円増の14,877円となりました。
チケット収⼊は、前期に時間指定パスポートを販売していたことや、チケット収⼊は、前期に時間指定パスポ トを販売していたことや、
2021年3⽉20⽇に⾼価格帯チケットを導⼊したことにより、増加しました。
商品販売収⼊は、ダッフィー関連商品や
東京ディズニーシー20周年関連商品などにより、増加しました。
飲⾷販売収⼊は、新メニューやフードスーベニアの好調により、増加しました。

7



2. 上半期実績（前年同期⽐較）- 主な増減要因（テーマパーク事業②）

テーマパーク事業の営業損失は、
前期の特別損失への振替により各費⽤が増加したものの、
売上⾼の増加により、12億円改善し、180億円となりました。

前期の臨時休園による特別損失への振替による増がありましたので、前期の臨時休園による特別損失への振替による増がありましたので、
それ以外の要因をご説明しますと、
⼈件費は、賞与の増により、正社員⼈件費は増加したものの、
準社員⼈件費の減により減少、
諸経費は、メンテナンス費などが減少したことなどから、減少しました。

減価償却費は、償却⽅法の変更があり⼀部減少しているものの、
東京ディズニーランド⼤規模開発により増加しました。東京ディズニ ランド⼤規模開発により増加しました。
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【参考】 第2四半期会計期間実績（前年同期⽐較）- 主な増減要因

通常は四半期毎の⽐較は開⽰しておりませんが、
前期は休園期間を含んでおり、⽐較が分かりづらいため、
参考として、第2四半期会計期間のコストの⽐較についてもご説明します。

テーマパーク事業の営業損失は、テ マパ ク事業の営業損失は、
売上⾼の減少により、26億円増加し、105億円となりました。

⼊園者数が減少した影響と
前年に東京ディズニーランド⼤規模開発エリアがオープンしたことによる
投資振替経費などの⼀時的に発⽣した費⽤の減少を除いては
コスト構造に変化はなく、引き続きコストコントロールに努めております。
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2. 上半期実績（前年同期⽐較）- 主な増減要因（ホテル事業・その他の事業）

ホテル事業の売上⾼は、
前期の第1四半期の臨時休館により、
客室販売数が増加したことから宿泊収⼊が増加し、
98億円増の180億円となりました。

営業損失は、各費⽤で前期の特別損失への振替による増などがあったものの、
売上⾼の増加により、31億円改善し、5億円となりました。

なお、第2四半期会計期間で⽐較しますと、
テーマパーク事業は減収減益であるものの、
婚礼・料飲収⼊、客室販売収⼊がともに増加し、増収増益となっております。

その他の事業は、イクスピアリ事業の増などにより、営業損失が改善しました。

10



11



1. 2022年3⽉期業績予想 - 前提

まずは業績予想の前提からご説明します。

これからご説明する業績予想は、現時点で最新の
「遊園地・テーマパークにおける新型コロナウイルス感染拡⼤予防ガイドライン」
に沿った対策を講じることを前提に、に沿った対策を講じることを前提に、
このガイドラインに基づき、１メートルのソーシャルディスタンスの確保など、
通期にわたり⼀定の制限は継続する⾒込みで策定しています。
⼊園者数は、緊急事態宣⾔後の経過措置の⽔準から、
段階的に⼊園者数⽔準を上げていく前提ではありますが、
まだ外部環境は不透明であるため、段階の踏み⽅については
少し慎重に⾒た保守的な予算となっています。

緩和状況やガイドラインの改訂有無などによっては
本⽇お話する⾒通しに変更が⽣じる可能性もございますので、
緩和措置の動向を引続き注視してまいります。
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1. 2022年3⽉期業績予想 - 前提

今期は9⽉より安全対策を徹底しながら
「東京ディズニーシー20周年：タイム・トゥ・シャイン！」を開催中です。
これまでの周年イベントよりも規模を縮⼩しながらではありますが、
20周年を迎える年に、こうしたイベントが実施できることを嬉しく思っています。

が⼀定の⼊園者数の制限は続きますが、そのような環境下でも、
変動価格制の導⼊、新たなゲスト体験を収益化につなげるなど、
できることから着実に取り組んでいます。
コストに関しても、⼊園者数の制限が2020年度と⽐較すると緩和されているため、
増加はするものの、引き続き不要不急のコストの精査を続けます。

なお、この下期に開業を予定していた、
デ ズ ゾ東京ディズニーリゾート・トイ・ストーリーホテルは

収益やコスト効率の観点から、2022年4⽉5⽇に開業することにしました。
また、新規ナイトタイムエンターテイメント「ビリーヴ！〜シー・オブ・ドリームス〜」に関しても
従前発表したとおり、2023年3⽉期に導⼊時期を変更しています。
ゲストの皆さまをお待たせしてしまうことにはなりますが、
万全の状況でお迎えできるよう、鋭意準備を進めていきます。

引き続き新型コロナウイルス感染症流⾏の状況においてもできるチャレンジを続け、
将来を⾒据えて準備を進めてまいります。
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1. 2022年3⽉期業績予想 - 前提

今期の業績予想はチケット戦略の変更を前提としています。
その内容をご説明します。

従来のチケット価格改定⽅針では、テーマパーク体験価値の向上、
そして価格感度調査の結果を総合的に鑑みてチケット価格を決定しておりました。
2021年3⽉からは、従来の戦略に加えゲストの需要動向をチケット価格決定の
要素の⼀つに加えることとし、2段階の価格設定を導⼊しました。

そして、この10⽉からは価格帯の幅を広げ、4段階に変更しました。
これまでの画⼀的な定価の改定とは異なり、価格は常に変動する戦略へと移⾏するため、
チケット価格については東京ディズニーリゾートのホームページで
原則3か⽉先までチケット価格をお知らせしていきます。

チケット価格については今後も状況を⾒ながら、価格の幅、構成バランスなどを、
引き続き検討し、さらなるゲストの快適さの向上を⽬指していきます。
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2. 下半期業績予想 （前年同期⽐較）

今期下半期予想と前年同期の⽐較でご説明します。
テーマパーク事業の売上⾼が増加、
営業損失は改善する⾒込みです。
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2. 下半期業績予想 （前年同期⽐較）- 主な増減要因（テーマパーク事業①）

テーマパーク事業の売上⾼は、
238億円増の1,102億円となる⾒込みです。

⼊園者数につきましては、前期は緊急事態宣⾔に伴い⼊園者数制限がありましたが、
今期は制限が緩和されていますので、今期は制限が緩和されていますので、
172万⼈増の660万⼈となる⾒込みです。

ゲスト1⼈当たり売上⾼は、118円減の13,809円となる予想です。
チケット収⼊は、変動価格制の価格幅が変更し、
下期は⾼価格帯チケットの構成⽐が増える事から、増加する⾒込みです。
⼀⽅、商品販売収⼊はレギュラー商品が前期好調であったため、
今期は減少する⾒込みです。今期は減少する⾒込みです。
飲⾷販売収⼊は前期、「美⼥と野獣」関連のスーベニアなどが好調であったため、
減少する⾒込みです。
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パ2. 下半期業績予想 （前年同期⽐較）- 主な増減要因（テーマパーク事業②）

テーマパーク事業の営業損失は、156億円改善し、70億円となる⾒込みです。

商品・飲⾷原価率は、約25億円の減少を⾒込んでおります。
商品原価率は、前期に商品在庫を廃棄したことから、
今期は減少を⾒込んでおります。
飲⾷原価率は、売上⾼の増加により、
製造⼈件費率が低下することなどから、減少を⾒込んでおります。

⼈件費は、雇⽤調整助成⾦の受給額が減少し、
賞与の⽀給額が増加することなどにより、
約35億円の増加を⾒込んでおります。

諸経費は、システム関連費⽤の増加や、
ゲスト満⾜度や売上の向上に向けた
販売促進費とエンターテイメント関連費⽤により、
約35億円の増加を⾒込んでおります。

減価償却費は、償却⽅法を変更したことで、32億円の減少を⾒込んでおります。
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【参考】 コスト - 今後の⼈件費・諸経費の⽅向性

下期はコストの増加を⾒込んでおりますが、
これまでのコストコントロールや今後のコストの⽔準についてご説明します。

今期は引き続き、低いコストレベルの維持を⾒込んでおり、
損益分岐は⼀時的に下がっています。前期より様々な効率化に取り組んできたため、損益分岐は 時的に下がっています。前期より様々な効率化に取り組んできたため、
さらなる削減は難しいもののコストの精査は継続して⾏ってまいります。

しかし、当社の事業構造上、運営状況や⼊園者数に応じて変化するコストが多く、
今後は⼊園者数制限の緩和に伴い、損益分岐も上がる⾒込みです。

従いまして、来期以降のコストに関しましては、
運営状況や⼊園者数次第ではありますが、必要なコストは投下していきます。運営状況や⼊園者数次第ではありますが、必要なコストは投下していきます。

⼈件費については、⽣産性向上を図ることで
仕事量の適正なバランスを⾒極め、精査をします。

また、諸経費については、エンターテイメント関連費⽤や販売促進費など
ゲスト満⾜度や売上の向上に寄与するコストを投下していきます。
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2. 下半期業績予想 （前年同期⽐較）- 主な増減要因（ホテル事業・その他事業）

続きまして、ホテル事業についてです。
ホテル事業については、客室販売数の増により、増収増益となり、
前年同期に引き続き⿊字となる⾒込みです。

その他の事業に関しても、その他の事業に関しても、
テーマパーク⼊園者数の増加によるモノレール事業の乗客数の増などにより
増収を⾒込んでおり、営業損失は改善する⾒込みです。
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３. 通期業績予想 （前期⽐較）

通期の業績予想はご覧の通り、
売上⾼は前期と⽐較して684億円増の2,390億円、
営業損失は217億円改善し、242億円となる⾒込みです。
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3. 通期業績予想 - 財務⽅針

続いて、財務⽅針について、ご説明します。

今期の設備投資額は概算で1,300億円レベルとお伝えしていましたが、
⽀払い時期等を精査した結果、1,152億円となる⾒込みです。

配当については、安定配当の⽅針に変更はないものの、
今期は厳しい経営環境が予想されることから、
⼿元流動性の確保や成⻑投資の資⾦確保を優先するため、
1株当たりの年間配当額は前期と同額の26円を予定しています。
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今後について

国内におけるワクチン接種が進み、新規感染者数は減少傾向にあるものの、
変異株の発⽣など、まだ先⾏き不透明な部分があります。
来期も何かしらの感染症対策が必要な状況が続くと⾒ていますが、
「この次を⾒据えて、どのような⼿だてが必要なのか」という問いへの答えを、
全役職員で徹底的に考え抜き、様々な次の⼿を仕掛けていく準備は整いつつあります。

その過程において、守り⼀辺倒ではなく、攻めの意識が浸透したと考えています。
リゾートの運営が制限された特殊な環境だからこそ、従来とは違う考え⽅、やり⽅にチャレンジし、
変動価格制の導⼊などについてもスピード感を持って実⾏に移すことができました。

今後についてですが、
新型コロナウイルス感染症流⾏前から⻑期持続的な成⻑を実現するための
⼊園者数と単価のバランスについて検討を続けています。
収益性の観点から⼀定の⼊園者数のボリュームは必要ではあるものの、
新型コロナウイルス感染症流⾏によって⼊園者数に制限がある環境でパークを運営する中で、
ゲストの体験をより良くすることも重要であると、改めて実感しました。

ゲストの体験価値、収益性、運営効率、外部環境変化への耐性などの観点を踏まえ、
⼊園者数に⽐重を置いた収益構造からの転換の可能性も含めて
次期中期経営計画に向けて議論をしています。

私は、経営判断をする際に、幅広く⾊々な⽴場の⼈たちからの意⾒に
⽿を傾けることを⼤事にしており、
それが相⼿との「相互信頼」を築くために重要な姿勢だと思っています。

今後も、みなさまとも意⾒交換を重ねさせていただきながら、
新たな成⻑へ向けて邁進したいと考えておりますので、
ぜひとも引き続きご協⼒を賜りたく、よろしくお願いいたします。 23
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